
【令和５年度後期高齢者医療特別会計予算】
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１　一般職

給　料 職員手当 計

（　　　 　）

3人 11,616 6,006 17,622 3,685 21,307

（　　　 　）

3人 10,937 5,402 16,339 3,487 19,826

（　　　 　）

0人 679 604 1,283 198 1,481

（単位：千円）

区　分 扶養手当 通勤手当 期末勤勉手当 住居手当 時間外手当 管理職手当 地域手当

本年度 240 171 4,704 0 316 456 119

前年度 0 167 4,100 270 293 456 116

比　較 240 4 604 △270 23 0 3

※この表は，給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったもの

　について記載

※（　　）内は，再任用短時間勤務職員について外書き

本年度

前年度

比　較

（１）　会計年度任用職員以外の職員

　職員手当の内訳

職員数
給　　与　　費

（単位：千円）

区　　分

４　　給　与　費　明　細　書

合　計 備　考共済費



区　分 増減額(千円)

・給料表の改正 27千円

前年度給料の改定率 0.23%

前年度給料改定実施時期 令和4年4月

1.88%

昇給時期別職員数

１月 3人　

・配置転換による増減分 432千円

・新陳代謝による増減分 本年度 3人　

・その他の調整額 8千円 前年度 3人　

増　減 0人　

・勤勉手当の引き上げ 113千円

491

（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

※会計年度任用職員は含まない

説　　　明

・給与改定の状況

・平均昇給率

・職員数の異動状況

備　　　考増減事由別内訳(千円)

27

212

440

113制度改正に伴う増減分

その他の増減分

職員手当

給　料 679

604

給与改定に伴う増減分

普通昇給に伴う増加分

その他の増減分



（３）　給料及び職員手当の状況

（単位：円）

行政職

平 均 給 料 月 額 321,300

平 均 給 与 月 額 351,067

平 均 年 齢 41.00歳

平 均 給 料 月 額 302,333

平 均 給 与 月 額 334,530

平 均 年 齢 37.67歳

（単位：円）

行政職

154,600

185,200

（単位：円）

行政職

154,600

185,200

令和５年１月１日現在

令和４年１月１日現在

区　　分

　ア 職員一人当たりの給与

　国の制度

区　　分

高　校　卒

大　学　卒

※再任用短時間勤務職員及び会計年度任用職員は含まない

　イ 初任給

区　　分

高　校　卒

大　学　卒



職員数 構成比
( ) ( )

0.0%
( ) ( )

0.0%
( ) ( )

1人 33.4%
( ) ( )

1人 33.3%
( ) ( )

1人 33.3%
( ) ( )

0.0%
( ) ( )

0.0%
( ) ( )

3人 100.0%
( ) ( )

0.0%
( ) ( )

1人 33.4%
( ) ( )

0.0%
( ) ( )

1人 33.3%
( ) ( )

1人 33.3%
( ) ( )

0.0%
( ) ( )

0.0%
( ) ( )

3人 100.0%

（級別の基準となる職務）
1～2級 3級 4～5級 6級 7級
主事 係長、主任 課長補佐、主査 課長、主幹 政策監、部長、副部長

　ウ 級別職員数

令和５年１月１日現在

令和４年１月１日現在

※職員数及び構成比欄の（　　）内は，再任用短時間勤務職員について外書き

６級

７級

３級

４級

５級

区　　分
職　　務

区　　分
行政職

１級

２級

６級

７級

計

計

１級

２級

３級

４級

５級



（単位：人）

行政職

3 3

３月

６月 未 定

９月

12月

3 3

３月

６月

９月

12月

　エ 昇給期間短縮

昇給期間の短縮月数別内訳

比率(B)/(A)

特別昇給に係る職員数

※再任用短時間勤務職員及び会計年度任用職員は含まない

区　　分 合　計
代表的な職種

本年度

職員数(A)

昇給期間短縮に係る職員数(B)

昇給期間の短縮月数別内訳

比率(B)/(A)

特別昇給に係る職員数

前年度

職員数(A)

昇給期間短縮に係る職員数(B)



６月 １２月 ３月

( ) ( ) ( ) ( )

2.200 2.200 － 4.40

( ) ( ) ( ) ( )

2.150 2.150 － 4.30

※（　）内は,再任用職員の標準的な支給率

　カ その他の手当

支給期別支給率
支給率計

職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

差異の内容区　分 国の制度との異同

前年度 有

区　分

住居手当 同

通勤手当 同

扶養手当 同

　オ 期末手当・勤勉手当

備　考

国の制度 － － － － －

本年度 有




